※本テンプレートは社名変更通知書(商号変更を取引先・顧客等の関係者に告知する書面)を主構成としています。取引先向け・金融機関向け・監督官庁向け・プレスリリース版・株主向け・従業員向け・代表者変更同時通知版の7用途別バリアントを備えています。社名変更は法人格の変更ではないため、契約上の権利義務は当然に新商号に承継されます。この点を通知書で明示することが取引先の安心の核心です。社名変更通知書は印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。電子契約・メール一斉送信での通知は法的に有効であり、業務効率化に最適です。会社法第915条第1項により、商号変更の登記は変更日から2週間以内に必要です(本通知書とは別手続)。

社名変更通知書
Part 1:取引先・顧客向け通知書(基本書式)

社名変更のお知らせ
[YYYY年MM月DD日]
[取引先正式名称] 御中 (または:取引先各位)
[新商号(現:旧商号)] 本店:[本店所在地] 代表取締役:[代表者氏名]

拝啓 [時候]の候、[宛先]におかれましてはますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、このたび弊社は、[YYYY年MM月DD日]をもって、社名(商号)を下記のとおり変更することとなりましたので、ここにご案内申し上げます。
なお、社名(商号)の変更に伴うものですので、弊社の法人格、本店所在地、代表者、業務内容、お取引条件等には一切変更がございません。既存のご契約・お取引は、すべて新商号に承継され、引き続き有効に存続いたしますので、ご安心ください。
弊社は、新商号のもと、引き続きより一層のサービス向上に努めてまいる所存です。今後とも変わらぬご愛顧を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。
敬具

記
	項目
	内容

	旧商号
	[株式会社○○]

	新商号
	[株式会社□□]

	英文表記(該当時)
	[○○ Co., Ltd.]

	商号変更日
	[YYYY年MM月DD日]

	法人番号
	○○○○-○○-○○○○○○

	本店所在地
	本店所在地

	代表取締役
	代表者氏名/または[新代表者氏名]に変更

	電話番号
	電話番号/または[新電話番号]に変更

	メールアドレス
	メールアドレス/または[新メールアドレス]に変更

	振込先口座名義
	新商号に変更(口座番号は変更なし)

	変更理由(任意)
	[経営戦略の刷新/ブランド統一/グループ再編/事業領域の拡大等]


関連事項
1. [YYYY年MM月DD日]以降は、新商号にてのご請求書・領収書発行となります。
1. お振込先口座につきましては、[従来通り/口座名義のみ新商号に変更]。
1. 既存のご契約書類は、すべて新商号に当然に承継されます。
1. ご契約上の重要な書類について、ご希望の場合は別途変更覚書を取り交わすことも可能です。
お問い合わせ先
本件に関するお問い合わせは、下記担当窓口までお願いいたします。
	項目
	内容

	部署名
	[○○部]

	担当者
	[氏名]

	電話
	[電話番号]

	メール
	[メールアドレス]


以上

Part 2:用途別バリアント
2-1:金融機関向け通知書

口座名義変更のお願い(社名変更に伴うご通知)
[YYYY年MM月DD日]
[銀行名] [支店名]御中
[新商号(現:旧商号)] 本店:[本店所在地] 代表取締役:[代表者氏名]

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、このたび弊社は、[YYYY年MM月DD日]をもって、社名(商号)を下記のとおり変更いたしました。これに伴い、貴行に開設している弊社預金口座の名義変更手続をお願い申し上げます。
なお、弊社の法人格、法人番号、本店所在地等には変更がございません。口座名義のみが新商号となります。
口座名義変更のお願い
	項目
	内容

	旧商号
	[株式会社○○]

	新商号
	[株式会社□□]

	商号変更日
	[YYYY年MM月DD日]

	法人番号
	○○○○-○○-○○○○○○


対象口座
	口座種別
	支店
	口座番号

	普通預金
	[○○支店]
	[○○○○○○○]

	当座預金
	[○○支店]
	[○○○○○○○]

	定期預金
	[○○支店]
	[○○○○○○○]


添付書類
1. 商業登記簿謄本(履歴事項全部証明書・新商号反映済み)
1. 印鑑証明書(新商号での発行)
1. 新代表者印(取引印)
1. 本人確認書類(担当者の運転免許証等)
1. [貴行所定の届出書類一式]
ご担当の[氏名]までご連絡いただけますと幸いです。何卒よろしくお願い申し上げます。
敬具

2-2:監督官庁・許認可機関向け通知書

商号変更届出書
[YYYY年MM月DD日]
[監督官庁名/許認可機関名] 御中
[新商号(現:旧商号)] 本店:[本店所在地] 代表取締役:[代表者氏名]

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、このたび弊社は、[YYYY年MM月DD日]をもって、社名(商号)を下記のとおり変更いたしました。貴庁(貴所)に取得済みの[許認可・登録]について、商号変更に伴う届出を行いますので、よろしくお取り計らいくださいますようお願い申し上げます。
商号変更の内容
	項目
	内容

	旧商号
	[株式会社○○]

	新商号
	[株式会社□□]

	商号変更日
	[YYYY年MM月DD日]

	法人番号
	○○○○-○○-○○○○○○

	本店所在地
	本店所在地


対象の許認可・登録
	許認可・登録名
	登録番号
	取得日

	[○○業登録]
	[登録番号]
	[YYYY/MM/DD]

	[○○許可]
	[許可番号]
	[YYYY/MM/DD]


添付書類
1. 商業登記簿謄本(履歴事項全部証明書・新商号反映済み)
1. 定款写し(商号変更反映済み)
1. [貴庁所定の届出書類一式]
なお、許可・登録の効力は新商号にも当然に継承されるものと存じますが、所定の届出手続を行いたく、ご案内申し上げます。
敬具

2-3:プレスリリース版(一般公衆・メディア向け)

社名変更に関するお知らせ
[YYYY年MM月DD日]
報道関係者各位
[新商号(現:旧商号)] 本店:[本店所在地] 代表取締役:[代表者氏名]

社名変更のお知らせ
株式会社○○、[YYYY年MM月DD日]より「株式会社□□」に商号変更
■ 商号変更の概要
新商号(現:旧商号)は、[YYYY年MM月DD日]をもって、社名(商号)を「[株式会社□□]」に変更することを決定いたしましたので、お知らせいたします。
■ 商号変更の背景・目的
[商号変更の背景・経営戦略・新ブランドの意義を記載・例:創業○周年を機に、新たな成長ステージに向けたブランド刷新を行うため等]
■ 新商号の選定理由
[新商号の意味・込められた思いを記載]
■ 新ロゴ・コーポレートアイデンティティ
[新ロゴの紹介・デザインコンセプト等]
■ 商号変更後の経営方針
[新商号のもとでの事業展開・新規取組み・ビジョン等]
■ 法人格の継続性
本商号変更は、商号の変更のみであり、法人格の継続性は維持され、既存の事業・契約・許認可・財務状況等には一切変更がございません。
■ 商号変更スケジュール
	日付
	イベント

	[YYYY年MM月DD日]
	株主総会(または取締役会)決議

	[YYYY年MM月DD日]
	法務局商号変更登記完了

	[YYYY年MM月DD日]
	新商号効力発生・営業開始


■ お問い合わせ先
【報道関係者向け】 広報担当:[氏名] 電話:[電話番号] メール:[メールアドレス]
【一般お客様向け】 お客様窓口:[電話番号] ウェブサイト:[URL]
以上

2-4:従業員向け通知書(社内告知)

社名変更に関する従業員の皆様へのお知らせ
[YYYY年MM月DD日]
従業員各位
[新商号(現:旧商号)] 代表取締役:[代表者氏名]

従業員の皆様
いつも会社業務にご尽力いただき、ありがとうございます。
このたび、当社は、[YYYY年MM月DD日]をもって、社名(商号)を「[株式会社□□]」に変更することとなりましたので、お知らせいたします。
商号変更の背景
[変更の背景・経営判断・ビジョンを記載]
商号変更後の取扱い
1. 皆様の雇用関係には一切変更はございません(雇用契約・給与・福利厚生・社会保険等)
1. 名刺・社員証は新商号のものに順次切り替えとなります(配付日:[YYYY年MM月DD日])
1. メールアドレスのドメインは[従来通り/[YYYY年MM月DD日]に新ドメインに変更]
1. 取引先からのお問い合わせには、新商号でご対応ください
1. 社内システム・帳票類は、[YYYY年MM月DD日]に新商号に切替えとなります
取引先対応のお願い
社名変更について、取引先からのお問い合わせがありましたら、本通知の内容を踏まえ、丁寧にご説明いただきますようお願いいたします。詳細は[担当部署]までご相談ください。
質問窓口
社名変更に関するご質問は、下記までお寄せください。
部署:[人事部/総務部] 担当者:[氏名] 内線:[内線番号] メール:[メールアドレス]
新しい社名のもと、引き続き皆様と力を合わせて、会社の発展に努めてまいりたいと存じます。今後ともよろしくお願いいたします。

2-5:代表者変更同時通知版(社名変更+代表者変更)

社名変更および代表取締役変更のお知らせ
[YYYY年MM月DD日]
[取引先正式名称] 御中
[新商号(現:旧商号)] 本店:[本店所在地] 新代表取締役:[新代表者氏名]

拝啓 [時候]の候、貴社ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、このたび弊社は、[YYYY年MM月DD日]をもって、社名(商号)および代表取締役を下記のとおり変更いたしましたので、ご案内申し上げます。
なお、社名変更および代表者交代に伴うものですので、弊社の法人格、本店所在地、業務内容、お取引条件等には一切変更がございません。既存のご契約・お取引は、すべて新商号・新代表者のもとで承継され、引き続き有効に存続いたします。
変更内容
	項目
	変更前
	変更後

	商号
	[株式会社○○]
	[株式会社□□]

	代表取締役
	[旧代表者氏名]
	[新代表者氏名]

	法人番号
	[○○○○-○○-○○○○○○]
	○○○○-○○-○○○○○○

	本店所在地
	[本店所在地]
	(変更なし)

	電話番号
	[電話番号]
	(変更なし)


新代表取締役略歴
	項目
	内容

	氏名
	[新代表者氏名]

	経歴
	[略歴を記載]

	就任日
	[YYYY年MM月DD日]


旧代表者の今後
[旧代表者氏名]は、[YYYY年MM月DD日]をもって代表取締役を退任し、[取締役会長/相談役/退任]となります。これまでのご支援に感謝申し上げます。
(新代表者からのご挨拶) このたび代表取締役に就任いたしました[新代表者氏名]でございます。先代の[旧代表者氏名]の理念を継承しつつ、新商号のもと、貴社との取引関係の継続・発展に努めてまいります。今後とも変わらぬご愛顧を賜りますよう、お願い申し上げます。
敬具

Part 3:関連手続チェックリスト
社名変更に伴う関連手続は多岐にわたります。漏れなく実施するためのチェックリストです。
法務関連
	No
	手続
	期限
	担当
	チェック

	1
	株主総会(または取締役会)決議
	変更日前
	経営層
	☐

	2
	定款変更
	変更日
	法務
	☐

	3
	法務局商号変更登記
	変更日から2週間以内(会社法第915条)
	司法書士・法務
	☐

	4
	印鑑届(新代表印・銀行印)
	登記時
	法務
	☐


税務・社保関連
	No
	手続
	期限
	担当
	チェック

	5
	税務署:異動届出書
	速やかに
	経理
	☐

	6
	都道府県税事務所届出
	速やかに
	経理
	☐

	7
	市町村税届出
	速やかに
	経理
	☐

	8
	社会保険(年金事務所)
	変更後5日以内
	人事
	☐

	9
	労働保険(労基署・ハローワーク)
	変更後10日以内
	人事
	☐


金融関連
	No
	手続
	期限
	担当
	チェック

	10
	銀行口座名義変更
	変更日以降
	経理
	☐

	11
	融資契約の名義変更通知
	変更日以降
	経理
	☐


許認可・登録関連
	No
	手続
	期限
	担当
	チェック

	12
	各種許認可の変更届
	各庁の規定による
	法務
	☐

	13
	商標・特許等の名義変更
	変更後速やかに
	知財・法務
	☐


取引先・契約関連
	No
	手続
	期限
	担当
	チェック

	14
	取引先への社名変更通知書送付(本テンプレ)
	変更日前1〜2か月
	営業・総務
	☐

	15
	重要契約の変更覚書締結
	適宜
	法務・営業
	☐

	16
	プレスリリース
	変更日
	広報
	☐


社内・ブランド関連
	No
	手続
	期限
	担当
	チェック

	17
	従業員への告知
	変更日前
	人事・総務
	☐

	18
	名刺・社員証・封筒・印刷物の切替
	変更日
	総務
	☐

	19
	看板・サイン・店舗装飾の切替
	変更日
	総務・施設
	☐

	20
	ウェブサイト・SNS・ロゴの更新
	変更日
	広報・マーケティング
	☐

	21
	メールアドレス・ドメインの切替(該当時)
	変更日
	情報システム
	☐

	22
	社内システム・帳票の名称変更
	変更日
	情報システム
	☐



印紙税に関する注記
社名変更通知書は、印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。社名変更通知書は商号変更を関係者に告知する書面であり、印紙税法別表第一の各号文書(契約書・受領書・約束手形等)のいずれにも該当しないためです。
紙の通知書・電子メール・電子契約いずれの形式でも、印紙税は不要です。
関連書類の印紙税
社名変更に伴う関連書類のうち、
· 既存契約の変更覚書:重要事項変更時は印紙税対象(原契約類型による)
· 銀行融資契約の更改:第1号の3文書として課税の可能性
· 賃貸借契約の名義変更覚書:第1号の2文書として課税の可能性
があり得ます。電子契約による締結なら、これらの印紙税も完全にゼロとなります。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な通知は弁護士・司法書士にご相談ください。
· 本テンプレートは社名変更通知書(取引先・顧客向け版+6用途別バリアント)の構成です。送付先に応じて適切なバリアントを選択してください。
· 第1の核心は「法人格不変」の明示です。取引先の安心の核心であり、必ず明示してください。
· 法人番号は変わらないことを明示することで、取引先のシステム上の認識継続も示唆できます。
· 会社法第915条第1項により、商号変更登記は変更日から2週間以内に必要です(本通知書とは別手続)。期限を過ぎると過料の対象となります。
· 通知タイミングは変更日の1〜2か月前が標準です。重要取引先には2〜3か月前、変更日当日にプレスリリース・ウェブ公表という流れが推奨されます。
· 重要度別の通知設計を検討してください:重要取引先=書面+電話、一般取引先=メール+書面、一回限り取引=メール、潜在顧客=ウェブサイト・SNS告知。
· 代表者変更を同時に行う場合は、2-5の版を使用してください。新代表者の略歴・挨拶を添えることで、信頼感を高めます。
· 既存契約書の名義変更は法的には不要(法人格同一)ですが、重要契約は別途変更覚書を締結することが推奨されます(関連:契約変更覚書テンプレ(No.179)参照)。
· Part 3の関連手続チェックリストを活用し、漏れなく手続を進めてください。
· 社名変更通知書は印紙税不要(不課税)です。電子契約による締結でも紙の通知でも、印紙税は発生しません。
· 電子契約サービス活用のメリット:大量取引先への一斉送信・送信履歴の客観的記録・タイムスタンプによる証拠力強化・電子帳簿保存法対応・関連書類(変更覚書等)もセットで管理。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。
